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第３章 教育・研究の内容・方法と条件整備 

３．１ 学部・学科などの教育・研究 
 

Ａ群：学部・学科等の教育課程と各学部・学

科等の理念・目的並びに学校教育法第５２条、

大学設置基準第１９条との関連 
 
 １．学系・学科の学習・教育目標 
 本学では７学系１３学科体制のもとで、表３．１に示すような学習・教育目標を定め、

これらの学習・教育目標をより高度な専門領域（３５の専門コア領域）で達成できること

を目指している。 
 
 しかしながら、科学技術を取り巻く状況は、グローバル化の流れとともに技術の高度化、

多様化が急速に進んでいる。本学では社会ニーズを見据えて、社会が必要とする技術分野

へ技術者を輩出するために教育内容のさらなる充実を図る必要があり、創設以来続けてき

た工学部単科大学から、平成１６年度より工学部を基盤とした新たな３学部・１５学科体

制へ改組を検討している。 
 

表３．１ 各学系・学科の学習・教育目標 

機械工学科
機械系専門分野の高度化・先端化に対応できるエンジニア
を育成する

機械システム工学科
機械系専門分野のシステム化・総合化に対応できるエンジ
ニアを育成する

　機械系

　技術者としての活動の中で工学的な諸問題を発見し、工学技術や科学理論に基づいて解
決案を考え、これを具体的な図面や技術文書によって表現し、成果物としての「モノ」を
実際に作り出すことができる機械技術者の育成を目的とする。

 

 

物質システム工学科
材料系専門分野のシステム化・総合化に対応できるエンジ
ニアを育成する

先端材料工学科
材料系専門分野の高度化・先端化に対応できるエンジニア
を育成する

　材料系

　技術者としての活動の中で材料のかかわる工学的な諸問題を発見し、工学技術や科学理
論に基づいて解決案を考え、これを具体的な図、表、式や技術文書によって表現し、それ
を実行し成果を得たり、「モノ」を実際に作り出すことができる材料技術者の育成を目的
とする。

 

 



 - 28 - 
 

電気工学科

電気エネルギーをテーマとし、基礎学力を身につけた上
で、電子工学、光工学などの専門分野への発展を期して、
基礎を構成する幅広い知識とその応用能力、問題発見能力
解決能力を身に付け、次世代の技術革新を担い得るエンジ
ニアを育成する

電子工学科

高度情報化社会のキーテクノロジーである電子工学分野に
おいて、ハイテク社会をリードしているこの分野での応用
能力、問題発見解決能力を重視しながら、創造的なエンジ
ニアを育成する

　電気系

高度情報化社会の基盤である電気エネルギーやエレクトロニクス技術の基礎的学力を身
に付け、実験と実習を重視した教育を行うことによって、工学的な問題の発見能力、解決
能力、および応用力を持つ創造性豊富な電気系技術者の育成を図ると共に、必要な専門資
格、先端的研究への取り組み意欲、機械工学、材料工学、情報通信工学などへの適応力を
持って、地域社会で、日本で、そして世界規模でなされる社会的発展に電気系のエンジニ
アとして寄与できる人材、実社会に貢献できる技術者の育成を目的とする。

 

 

技術革新が著しい情報産業界において、先進的でかつ信頼
性や経済性に優れた情報システムを開発・維持管理できる
人材を育成する

情報工学の基礎を構成する幅広い知識とその応用能力を身
に付け、次世代の技術革新を担い得る人材を育成する

情報工学科

　情報系

地域社会で、日本で、そして世界規模でなされる社会的発展に、情報系の技術者として
寄与できる人材の育成を目的とする。

 
 

人間情報工学科

人間の感覚から行動に至る「認知」や「理解」、「思
考」、「感情」といった心のメカニズムを通して、より良
い社会の構築をめざし、人にとって使いやすい機器や生活
を支援する各種のシステムを設計・開発し運用するエンジ
ニアを育成する

経営情報工学科
「ビジネス・組織・生活の仕組み」を工学的手法を用いて
創造できる人材を育成する

　人間系

人間の心理的、生理的、感性的特性と情報学および工学を融合して、人間支援ならびに
社会支援のための機器およびシステムを設計できる人材を育成することを目的とする。
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環境システム工学科

「環境を保全する」、「環境と共生する」という視点か
ら、将来にわたって社会が発展しうる環境の創造に取り組
み、持続可能な社会システムのデザインと工学技術を担う
エンジニアを育成する

土木工学科
計画から設計、施工、維持管理まで国土開発の担い手とな
るエンジニアを育成する

　環境系

環境工学と土木工学分野の知識を確実に修得して技術者としての活動の中で工学的な諸
問題を発見でき、工学技術や科学理論に基づいて解決案を考え出し、これを具体的な技術
文書や図面で表現できるなど実際の成果物として作り出すことができる環境系技術者の育
成を図ると共に､環境共生型社会基盤を創生する社会に貢献できる技術者としての資質を
持つ人材の育成を目的とする。

 
 

建築学科
技術と知識と感性を兼ね備えた、２１世紀にふさわしい建
築家・建築技術者を育成する

居住環境学科

人間の生活環境をより広く総合的に捉えながら、建築設計
や都市設計、道路や広場や公園などのデザインや、人間を
包み込む空気、熱、音、光などの環境を計画する能力を持
つ人材を育成する

　建築系

工学における一般的素養をベースに、広範な領域を含む建築学に関する幅広い専門的知
識をもち、多様な人間社会において、安全で美しく快適な人間活動の器としての建築や都
市を、経済性をも考慮しながら計画し、設計し、築き、運営することができる基礎能力に
加えて、より高度な包括的知識として、建築設計・計画・意匠、建築構造、建築環境・設
備、都市・地域計画、建築材料・構法、建築ＣＡＤなどに関する専門的知識をもち、それ
を実務に適用し得る能力をもつ人材の育成を目的とする。

 

 
 ２．カリキュラムの編成 
 

Ａ群：学部・学科等の理念・目的や教育目標

との対応関係における、学士課程としてのカ

リキュラムの体系性 
 
（１）教育課程とカリキュラム 
 教育課程は、図３．１のように、修学基礎科目と人間形成基礎科目からなる修学基礎教

育課程、数学・物理・コンピュータ演習などの工学基礎科目からなる工学基礎教育課程、

工学を学ぶ上で必要な基礎となる専門基礎科目・専門性を高めるための専門コア科目・各

学習で得た知識や技術を総合化する工学設計科目からなる専門コア教育課程をもって編成

している。なお、教育職を目指すための教職科目からなる教職課程が別に設けられている。 
 各学系単位で標準的なカリキュラムを提示しているが、学生に対して、自らが目標とす

る技術領域（専門コア領域）を定め、そこでの学習を通じて所属する学系・学科の学習・

教育目的を達成するために必要な科目群を自ら選択し、履修していくことを求めている。

本学では、これを“目的指向型カリキュラム”（専門コアカリキュラム）と呼び、学生一人
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ひとりが目標をもって独自のカリキュラムで学習に取り組んでいる。 
 

 修学基礎教育課程

専門コア教育課程

工学基礎教育課程

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

　　　　　　　　　　　　　工学基礎科目

　人間形成基礎科目

　　　　 専門コア科目

　　　　　　　　　　　　　専門基礎科目

　　　　　　　　　　　　　工学設計科目

修
学
基
礎
科
目

 
図３．１ 教育課程と科目 

 

カリキュラム編成の特徴の詳細は後述するが、３学期制による密度の高い教育の実践と

正しい学習スタイルを早期に育成する修学基礎教育は主に１年次を対象として行い、その

後、工学を学んでいく上で基礎となる数学、物理とともに、基礎的な実験などを中心とす

る工学基礎教育を経て、さらに専門教育へとつなげていくカリキュラム構成としている。

さらに、教育目標である「行動する技術者」の育成にむけ、これらの学修から得た知識や

技術を総合的に応用し問題発見や問題解決を行う能力を身に着けていく工学設計科目を修

得していく。 

 
 なお、今後の課題として、高等学校での多様な学習形態を経験した学生の受け入れに伴

う基礎学力の不足者に対する対応や専門基礎学力の不足者などへの対応、学習意欲の不足

する学生への対応を図る必要があることから、平成１６年度の３学部・１５学科体制にお

いても効果的な学習効果を得られるように、目的指向型学習スタイルをより発展させた教

育内容やカリキュラム編成を目指した検討を始めている。 
 

  １）３学期制による密度の高い教育の実践 
 本学では、平成７年度より従来の前期後期の２学期制から３学期制に移行し、１学期当

たりの開講科目数を５～６科目に減ずるとともに、１科目当りの単位数も２単位から３単

位に変更し、当該科目の理解度を向上させる工夫をしている。また、従来９０分の授業時

間を、学生が集中力を持続して受講でき、教育効果の向上が期待できる６０分に短縮する

とともに、学生の積極的な自学・自習活動を促進させることにも配慮している。 

 さらに、平成１１年度からは、期末試験終了後に一週間の授業期間を設けて｢自己点検授
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業｣を実施し、教員による期末試験の解説やレポートの返却、授業アンケートの実施などを

通じて教員と学生が相互に学習・教育目標の達成度の確認などを行い、学習・教育の充実・

改善を図っている。 

 

  ２）正しい学習スタイルを育成する修学基礎教育 
 １年次の春学期には、高等学校での多様な履修歴を有する新入生の基礎学力を客観的に

計り、次学期から効果的な学習方法を実行できるように調整を行うとともに、早期に自主

的な学習スタイルへの移行を図る修学基礎教育を施している。 

修学基礎教育の内容を以下に示す。 

ａ．修学基礎能力演習による学習スキル教育 

ｂ．フレッシュマンセミナーによる学習スタイルの修得 

ｃ．自己啓発セミナーによる初期段階からの進路教育 

ｄ．数学・物理・英語の基礎学力の確認を行うプレースメント教育 

ｅ．コンピュータ基礎演習によるコンピュータリテラシーの育成 

ｆ．フレッシュマンセミナー・ジュニアセミナーによる学習計画の立案 

ｇ．ジュニアセミナー（２年次生）による工学の体系と専門領域の把握 

 
以上のように、本学ではオリエンテーションなどでの伝達で済まされることが多い修学

指導に関わる内容についても、授業の一環として取り込み、学生の自主的かつ積極的な行

動を促すためにも教員による直接的な指導を行っている。これらの対応によりその後の学

生の学習活動がより効果的に進められていることから、その効果をさらに向上させるため、

現在春学期のみに集中しているこれらの科目群を、平成１６年度からは各学期にわたって

順次開講することにより、連続的な修学指導体制が取れるようにした。 

 

  ３）導入教育の充実 
 

Ｂ群：学生が後期中等教育から高等教育へ円

滑に移行できるような教育指導上の配慮の適

切性 
 
 社会的な教育問題として取り上げられている学力低下問題、多様な入学試験による入学

生の学力のバラツキ、高等学校における学習内容の個人により違いの拡大などに対応する

ために、１年次の春学期を大学教育の準備期間として「プレースメント英語」「プレースメ

ント数学」「プレースメント物理」の科目群を開講し、中等教育から高等教育への円滑な繋

がりを図るための導入教育を実施している。 
 ○ プレースメント英語：大学レベルの英語学習の姿勢を身に付けるために、①リーデ

ィング・リスニング・ライティング・スピーキング、の四技
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能の効果的な学習・練習方法の習得、②語彙の効果的学習方

法の習得、③クラス内のコミュニケーションに必要な英語の

基本的表現能力の習得を目指す。この科目の中で試験が行わ

れ、その結果により秋学期から始まる英語科目の履修コース

が決定される。 
 ○ プレースメント数学：技術者を目指した学習・教育では微分積分学の知識と計算力

は基本であり、そのためには初等関数（整関数、有理関数、

無理関数、三角関数、指数関数、対数関数など）の性質とグ

ラフの知識は不可欠である。入学時に実施する、修学のため

の学力診断の結果に基づき、２つのコースに分けている。ま

た、この科目の学力（成績）によって、秋学期以降の数理工

統合科目のコースを選択することになる。 
 ○ プレースメント物理：入学時に実施する、修学のための学力診断の結果に基づき、

原則として学生の希望を取り入れながら「物理コース（高校

の物理ⅠＢを履修しなかった学生）」と「物理数学コース（物

理ⅠＢを履修した学生）」に分かれる。また、これらを学習

しながら、秋学期から始まる「数理工統合Ａ」か「数理工統

合Ｂ」を選択する。 

 

現在、プレースメント数学とプレースメント物理に関しては、授業だけの取組みではな

く、工学基礎教育センターを拠点に、課外の時間においてマンツーマンによる学習指導や、

少人数で行う授業理解度向上プログラムなどを実施しており、学びたいという学生の要求

を満たすとともに導入教育としても効果的に機能している。 

 

 今後はこれらの活動と授業における学生の成績を分析していくことを計画しており、工

学基礎教育センターにおける各学習支援プログラムが学生に対してどれだけの効果を発揮

しているのかを検証していく。 

 

  ４）コミュニケーション能力を重視した人間形成基礎教育 
 

Ａ群：教育課程における基礎教育、倫理性を

培う教育の位置づけ 
 
Ｂ群：一般教養的授業科目の編成における「幅

広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊

かな人間性を涵養」するための配慮の適切性 

 教育の根幹は、人間形成の確立にあるとの考えのもと、本学では人文社会科学系の教育
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をさらに充実、発展させ「人間と文化、社会、科学、自然」との関わりについて、様々な

学問分野のテーマを通して、社会人としての基本的な能力をより高いレベルに育成してい

る。特に、その基本となるコミュニケーション能力の育成を重視し、多くの科目の中でグ

ループ討議やプレゼンテーションなどの活動を取り入れている。また、日本人としての基

本的なものの考え方や、歴史教育、異文化交流を通して、技術者としての使命感や倫理観、

価値観を育成している。 
人間形成基礎教育の特色を以下に示す。 

 ａ．様々な学問分野を通じての学生と教員相互のコミュニケーションを図る。 

 ｂ．社会人としての基礎的能力（読む・書く・聞く・話す・考える）を高いレベルで育

成する。 

 ｃ．国際的感覚を持った日本人としての基礎的考え方を育成する。 

 ｄ．工学技術者としての哲学や倫理観を育成する。 

 

人間形成基礎教育で実施している教育は社会人として生きていくための礎となるもの

である。学生生活の全てを通して育み、学生自身が築き上げていくことこそが最も重要で

ある。成績のみでは評価が難しい内容が多く関わってくることから、今後は修学活動とそ

の全記録を保存し、学生自身が自らの成長を実感できるようなシステムの開発を行ってい

く必要がある。このため平成１６年度からは、修学基礎科目において、学生自身が簡単に

自分の行動歴を記録できるポートフォリオシステムを導入する。 

本来は全記録を保存すべきであるが、ポートフォリオに対する認識が必ずしも一般的で

はないことから、今後発展的に詳細なポートフォリオへと展開を図り、学生が自らの成長

記録を残せる仕組みを構築することを検討している。 

 

  ５）実践的な言語運用能力の育成を行う外国語教育 
 

Ｂ群：外国語科目の編成における学部・学科

等の理念・目的の実現への配慮と「国際化等

の進展に適切に対応するため、外国語能力の

育成」のための措置の適切性 
 

 修学基礎教育課程の人間形成基礎科目に外国語科目を置いている。 

本学では、コミュニケーション能力の育成を重視し、日本人としての基本的なものの考

え方を歴史教育や異文化との触れ合いや理解を通じて涵養すると同時に科学技術の発展の

歴史を学ぶことで、工学技術者としての哲学や倫理観が熟成されると考えている。そこで、

世界共用語といえる英語を必修科目、中国語、ドイツ語については選択科目として設けて

いる。 

 社会のグローバル化の進展に伴い、世界共用語といえる英語力の重要性については、企
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業における採用・昇進試験の判断基準の一つとして求められているとともに、本学におけ

る教育目標である「行動する技術者の育成」において、学生が卒業後、自国の域を越えて

技術者として行動し意思決定をする場合、英語でのコミュニケーション能力が必要不可欠

である。このことから、「多角的・国際的視野を広め知見を与えるとともに日本人としての

自己の存在への認識を深め自覚を促す」「実践的コミュニケーション能力の育成」を目的に、

以下の特色を持って英語科目を実践している。 

 

  ①英語力に合った学習支援と学習方法の確認 

 入学直後の春学期に履修する「プレースメント英語」科目で実施される英語力診断テス

トを通して英語力を確認し、図３．２に示したように、秋学期から、学生の実力に合わせ

て、「英語Ⅰ」「英語Ⅱ」「英語Ⅲ」の履修をスタートする。なお、外国語科目では卒業要件

となっている「英語Ⅴ」までを修得しなければならない。これらは、教育的な効果を図る

ため段階的に履修するよう履修条件を規定している。 

 また、「プレースメント英語」では、英語力確認と同時に教員から自学自習のための学習

方法が紹介され、学生は自分に合った学習方法を身につけている。 
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図３．２ 英語科目の構成と履修順序 
 

  ②少人数授業と個別指導による学習支援 
 学生の積極的な授業参加を促すため、クラスごとの学生数を２０名以下に制限し、学生

と教員とが身近に親しくコミュニケーションを図れる雰囲気づくりに努めている。また、

教員から積極的に学生に声をかけ、授業外に個別指導を行うなどコミュニケーション作り

に注力している。 

 また、履修条件がなく、語学学習のいかなる段階においても履修申請することができる

「インテンシブイングリッシュⅠ～Ⅲ」では、本学と提携を結んでいる英語文化圏のハワ

イ大学、ロチェスター工科大学、ユニテック工科大学において、実践的な英語コミュニケ

ーション能力を集中的に学習するとともに、国際的な交流を通じて豊富な語学学習の機会

が与えられる上に、貴重な文化体験を得ることができることを特徴としている。 
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  ③「ＴＯＥＩＣ」による単位認定 

 平成１４年度から、ＴＯＥＩＣを受験し本学が定めた基準点「３００点」以上を取得し

た学生に「英語Ⅲ」「英語Ⅳ」「英語Ⅴ」の６単位を認定する制度を導入した。これは、既

に基礎的な英語力を有する学生のためのＴＯＥＩＣへのチャレンジや目的を絞った英語選

択科目の授業を通して、さらなるスキルアップチャンスの提供を狙ったものである。平成

１４年度の単位認定者は５０名となっている。 

 平成１４年４月には英語学習の拠点となる「基礎英語教育センター（ＥＥＣ：Essential 

English Center）」を開設し、英語教育の充実展開を図っている。ＥＥＣでは、学生のレベ

ルに合った、きめ細かな英語学習カリキュラムを編成し、時代にふさわしい基礎的な英語

力を確実に修得するとともに、英語での実践的コミュニケーション能力の育成を支援する

ことを目指している。ＥＥＣに所属する英語教員の多くは、英語コミュニケーション教育

において伝統あるセントマイケルズ大学の大学院でＴＥＳＬ（Teaching English as Second 

Language）修士課程を修了している。 

なお、必修科目である「英語Ⅲ」「英語Ⅳ」「英語Ⅴ」については、上述したようにＴ

ＯＥＩＣの基準点を満たすことで単位認定を行っており、「英語Ｖ」修了段階の目標はそ

の基準であるＴＯＥＩＣ３００点としている。 

 

ただし、「英語Ｖ」修了者であってもＴＯＥＩＣのレベルは３００点を満たす者が多い

とはいえない状況であるため、平成１６年度からは、より習熟度を向上させるための授業

の工夫や修学時間をさらに増やして新たな科目を追加するなどの計画を立てている。 

 

  ６）生涯スポーツと心身両面にわたる健康維持能力の育成 
 

Ｃ群：学生の心身の健康の保持・増進のため

の教育的配慮の状況 
 
 「心・技・体」と言われるように、保健・体育は、人間形成の重要な一翼を担っており、

修学基礎教育課程の人間形成基礎科目に生涯スポーツ科目を置いている。そこでは、心身

両面にわたる保健の理論と体育実技との一体化を図り、生涯スポーツと健康維持能力の育

成を図ることを目的にしている。生涯スポーツとして位置づけられた教育の特色を以下に

示す。 

 ａ．人間形成の基礎として心身両面にわたる保健の理論と実技の一体化 

 ｂ．体育系クラブ活動に対する単位認定 

 ｃ．スポーツ考房における健康維持増進のための自己診断プログラム開発 

 教育支援機構のスポーツ考房では、充実した学生生活を送るための体力づくりの場とし

て、常駐のスタッフがトレーニングメニューや達成目標の設定などのアドバイスを行って

おり、自分の体力や健康状態にあったトレーニングを行うことができる体制になっている。 
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必修科目として「体力づくり基礎」「スポーツ入門」「体力づくり演習」を置くとともに、

体育部会系のクラブに所属し活動を行うことにより、単位認定をするなど、十分な配慮が

なされている。 

 
  ７）多様な学習経験の場を提供する多彩な人文社会科学系科目の開講 
 人間形成を教育目標の根幹とする本学では、工学に関する専門分野の教育だけではなく、

人文社会科学系の教育の充実・発展を図り、学生に多様な分野の学習経験の場を提供して

いる。すなわち、「人間と文化」「人間と社会」「人間と科学」の３分野を設け、それぞれの

分野で開講されている科目から１科目を選択必修として学ぶことを課しており、様々な学

問分野のテーマの学習を通して、社会人としての基本的な能力を育成している。 
 
なお、平成１６年度からは、求められる能力を、自己実現・論理的思考とコミュニケー

ション・科学技術者倫理・人間性と価値・国際的視野の５領域に分類し、それぞれにおい

て「人間力を備えた行動する技術者」として必要な資質の育成を目指した内容の検討を行

っている。 

 

  ８）穴水湾自然学苑での「人間と自然」 
 能登国定公園内の穴水湾に設けられた、宿泊施設を備えた穴水湾自然学苑において、１

年次春学期、２年次秋学期、３年次冬学期に、それぞれ２泊３日の研修を行っている。 

木々の緑と海の青に囲まれた穴水湾自然学苑の豊かな自然の中では、穏やかに、素直に、

そしておおらかになる。このような環境において、学生同士あるいは学生と教職員が寝食

をともにしながら人間的なふれあいを深め、海洋活動やグループ活動することによって、

相手を思いやる心や共同の心を育み、リーダーシップや自立心の育成を図ることでよりい

っそうの人間形成がなされている。さらに、社会人としての心構えや技術者として必要な

倫理感にかかわる講話や、その講話に基づいたグループ討議・発表も行っている。 

 

  ９）工学の基礎的な理論・技能を統合する工学基礎教育 
 従来の自然科学系の教育の充実を図り、物理・化学・数学を工学（専門）との関係にお

いて理解できるように習熟させ、その理解の過程においては、工学基礎実験や演習を効果

的に組み合わせて教育するとともに、科学技術の発展を工学的側面より理解できるような

教育を行っている。また、人工言語としての製図とコンピュータ言語については、基礎的

なレベルで活用できるような能力を育成している。 

 工学基礎教育の特色を以下に示す。 

 ａ．専門コア教育課程へのスムーズな移行を図る。 

 ｂ．工学基礎としての数・理・工統合教育を通して工学と数学・物理・化学との関わり

を習熟させる。 
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 ｃ．工学的な基礎原理・現象・背景を実験・実技によって習熟させる。 

 ｄ．人工言語である製図およびコンピュータ言語を習熟させる。 

 ｅ．科学技術の発展を、工学的側面より理解させる。 

 

 基礎学力の不足が問われていることから、平成１６年度からは、基礎数理科目を開講し、

「数理工統合Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ」については、教員と学生が科目の達成度を互いに確認しながら、

段階を追って効果的な履修を行える体制を構築している。 

 

  １０）専門基礎および専門コアにおける基礎理論や基礎技術の教育 
 

Ｂ群：「専攻に係る専門の学芸」を教授するた

めの専門教育的授業科目とその学部・学科等の

理念・目的・学問の体系性並びに学校教育法第

５２条との適合性 
 
 各分野の専門知識に共通する基礎理論や基礎技術、また学問の概念やその枠組みが理解

できるような教育を行い、学生が修得しようとする専門領域および専門コア領域における

基礎理論や基礎技術が活用できるような能力の育成を行っている。この教育プロセスの柱

ともいえる工学設計教育は、自らが必要とする専門領域の体系を理解して、設計に必要な

情報の収集、整理、分析、評価の過程に習熟することを目指している。また、専門基礎と

しての必要な理論の原理・現象・動作を専門実験や実習・演習を通じて確認し、理論と実

現象の違いを分析・評価できる能力を育成している。 

 専門基礎教育の特色を以下に示す。 

 ａ．専門共通の学問に対する概念、枠組を理解させる。 

 ｂ．工学設計教育に必要な各専門領域の基礎理論を修得させる。 

 ｃ．工学設計教育に必要な情報の収集・整理・分析・技法を修得させる。 

 ｄ．専門基礎として必要な原理・現象・背景を、実験を通して習熟させる。 

 

 現在の専門基礎科目は、目的指向型カリキュラムに対応するためにそのほとんどが選択

科目として設定されているため、学生の選択によっては、専門コア領域での学習に必要な

基礎学力が不足している場合も認められる。専門コアでの学習へのスムーズな移行を図る

ためには、専門基礎科目と専門コア領域との繋がりをより明確に示すとともに、標準的な

履修形態の提示や一部の専門基礎科目の必修化などの対応をすることも必要であり、平成

１６年度からの実施を目指して、改善の検討を開始している。 

 

  １１）専門コア領域を目指した目的指向型カリキュラム体系 
 学生自らが修得しようとする工学技術のコアとなる専門領域（専門コア領域）の教育を
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行い、各専門分野において工学設計教育を実践し、専門の知識と技術およびその制約条件

としての環境・安全性・経済性などを総合的に評価できる能力の育成を行っている。 

 学生は、主コアを含めた複数のコア科目の選択を行い、より専門とする領域の自覚を高

めるとともに、大学院にアクセスできるように、工学の最先端のテーマや手法に対する基

礎的な理解と専門領域におけるボーダレス化や学際化を理解できる能力の育成に努めてい

る。 

 専門コア教育の特色を以下に示す。 

 ａ．大学院における工学最先端のテーマ、手法への基礎的なアクセスを図る。 

 ｂ．主コアの選択により技術者としての専門性を認識させる。 

 ｃ．工学設計教育に必要な専門領域の知識・技術を修得させる。 

 ｄ．専門領域におけるボーダレス化を理解させる。 

専門コア教育は、１３学科７学系体制のもとに、独自に守備すべき領域を３５の専門コ

ア領域として設定し展開している。学生は、自らが目標としてアクセスしたいと思う技術

領域（専門コア領域）を定め、自らの目標・目的を計画的に達成するためのカリキュラム

そのものを学生自身が作成することが求められており、造り上げていくことになる。本学

では、これを「目的指向型カリキュラム」と呼んでいる。 

 なお、専門コアは、学科の壁を越えた教員組織で運用することも可能であり、科学技術

の発展動向に柔軟に対応できる体制となっている。 

これらのことから、学校教育法第５２条「大学は、学術の中心として、広く知識を授け

るとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的および応用的能力を展開させる

ことを目的とする。」についても充分満たしていると認識している。 
 

  １２）工学設計教育を中心とする能力の総合化教育 
「工学設計教育」を本学の教育の柱として位置付け、教育課程全体を通して実現するこ

とを目指しているが、概念的には、入学当初に受ける修学基礎教育より始まり、教育課程

の所定レベルの学習で得た知識や技術を総合的に応用して、創造的に問題を発見し、工学

的に解決方法を考察できる能力を育成することにある。明示的にこれを担う科目として、

工学設計科目が設けられており、１年次の工学設計Ⅰ、２年次の工学設計Ⅱ、４年次の工

学設計Ⅲへとその内容は、各学習レベルに応じて簡単なものから複雑なものへ、さらにシ

ステム的なものへと高度化の展開を図っている。また、その教育には「目標設定、分析、

解析、統合、製作、試験、評価」などのプロセスが体系的に組み込まれており、各学習レ

ベルにおいて「自ら考えて行動する」ことを課題として実施するとともに、学生自らがプ

ロポーザルを作成し、また、効果的なプレゼンテーションができる能力をも育成する。 

なお、「工学設計Ⅰ･Ⅱ」は低学年の学生が上記のような能力を身につけるための科目で

あり、担当する教員にとっては「教える教育から学ぶ教育へ」という教育目標を具体的に

実践する場として認識している。 
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また、「工学設計Ⅲ」は教員の専門領域の中で学生の工学的興味を触発し、学生に具体的

なテーマを見出させ、さらにプロジェクト形式の運営により、「計画・実行・評価・改善（Ｐ

ＤＣＡサイクル）」の体験を通じて能力の総合化を図ろうとする教育である。これは従来の

｢卒業研究｣で時として見られた、学生に一方的にテーマを与え実施させるやり方を大きく

改善したものである。 

 工学設計教育の特色を以下に示す。 

 ａ．オープン・エンディッド（解が多様）なテーマに挑戦する。 

 ｂ．知識や技術を総合的に応用し、創造的に問題を発見し、工学的な解決策を考察し、

具体的に問題解決ができる能力を育成する。 

 ｃ．設計に必要な幅広い制約条件を理解させる。 

 ｄ．問題解決のための設計プロセス（目標設定・解析・統合・製作・試験・評価）を修

得させる。 

 ｅ．自己のプロポーザルを効果的にプレゼンテーションできる能力を育成する。 

ｆ．多様なメンバーと協力してチーム活動を推進する能力を育成する。 

 

 この工学設計教育の成果は、本学の独自教育の成果であり、社会的にも評価されている

と認識している。工学設計教育そのものの内容を充実させるとともに、今後も継続して推

し進めるべきであると認識している。 

 

 なお、社会との連携を深めるためにも、工学設計のテーマに関して、企業や地方自治体

などからの要望を受け入れることも重要であり、そのための対応の検討に着手している。 

 

（２）学習支援計画書（シラバス） 
 

Ａ群：シラバスの適切性 
 
本学の目的指向型カリキュラム編成において、学生自らが履修計画を立案する上で「学

習支援計画書（シラバス）」が重要な役割を担っている。 

学習支援計画書は、開講される全ての授業科目について、各授業の目標と概要、学生の

行動目標や授業進行スケジュール、科目担当者のオフィスアワー、評価の方法と要点、学

習上の助言が明記されている。「学生の行動目標」は、その科目では「何ができる」ように

なるかを明確に示すことによって、学習支援計画書を効果的に活用した積極的な学習の展

開を促進している。 

学習支援計画書には、以下の内容が記載されている。 

ａ．キーワード、主題と目標、授業の概要 

ｂ．学生の行動目標 

ｃ．評価の要点 
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ｄ．テキスト、教材、参考図書 

ｅ．その他、履修上の注意事項や学習上の助言 

ｆ．学習内容 

ｇ．授業の運営方法 

ｈ．学習課題・予習・復習とその学習時間（目安） 

 これらの、記載事項は、いずれも学生が自ら学習する際に、目標をもって学習に取り組

めるように、その指針となり参考となる情報を提供している。例えば、「学習課題・予習・

復習とその学習時間」では、予習・復習の概要説明とともにその目安となる学習時間を明

示することで、学生が事前にその取組みに対する予定を立てられるよう配慮している。ま

た、「学生の行動目標」は、授業の最終段階となる自己点検授業で授業アンケートの項目と

なって、学生自身の自己点検を促すものとなっている。当然、これらの授業アンケートが

集計されることによって授業の点検となり改善へと効果的に展開されることとなる。 

 

 その点で、学習支援計画書は授業の自己点検評価、改善のための重要な位置づけとなっ

ている。現状の学習を支援するという意味合いではある程度評価できるものの、自己点検・

評価、改善に展開させるために、さらなる検討を図る必要がある。 

 

 ３．卒業要件 
 

Ｂ群：教育課程の開設授業科目、卒業所要総

単位に占める専門教育的授業科目・一般教養

的授業科目・外国語科目等の量的配分とその

適切性、妥当性 
 
 教育実践の特徴を教育課程の中に組み込んでいることから、課程区分は、修学基礎教育

課程、工学基礎教育課程、専門コア教育課程に分かれている。また、それぞれの課程区分

は、科目区分、科目群により編成されており、卒業に必要な単位数は、これらの課程・科

目区分および科目群に対応して、表３．２のように定めている。 

なお、１４単位については、修得すべき区分を制限していない。 
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表３．２ 卒業に必要な単位数 

課程区分 科目区分 科目群 合計

修学基礎科目 修学基礎科目 13

人間と文化 3

人間と社会 3

人間と科学 3

人間と自然 3

生涯スポーツ 3

生涯学習 ―

外国語科目 6

工学基礎教育課程 工学基礎科目 工学基礎科目 17

専門基礎科目 専門基礎科目 34

専門コア科目※ 専門コア科目 18

工学設計科目 工学設計科目 13

最低単位数

修学基礎教育課程

130

人間形成基礎科目

専門コア教育課程

14

 
上表の単位には、学則第 18 条別表第１および修学規程に基づく教育課程表の必修科目および選択必修科

目の単位が含まれていなければならない。 

※専門コア科目の内９単位については、主専攻とする専門コアカリキュラム以外の専門コア科目を修得し

ていなければならない。 

 

平成７年度の教育改革から実施しているこれらの教育課程区分は、完成年度を迎えた平

成１１年度にカリキュラム全体のバランスの見直しによる点検・改善を行った。具体的に

は、学生の就職活動の早期化や４年次に行う工学設計Ⅲでの専門知識不足などの問題点に

対応して、専門コア教育課程における教育内容の精査を行い専門基礎科目の充実と教育体

系の整備による改善である。 

 

なお、平成１６年度からは、人間力を備えた技術者の育成を行うため、特に、技術者と

しての倫理観や社会観、歴史観を確立し、コミュニケーション能力の向上を図ることを目

指した人間形成教育に重点をおくこととし、教育内容や単位数の見直しを行っている。 

 

 ４．必修・選択別科目数と単位数 
 

Ｂ群：カリキュラムの編成における、必修・

選択の量的配分の適切性、妥当性 
 
 課程・学系・学科・専門コア別の必修･選択別単位数を表３．３に示す。修学基礎課程と

工学基礎課程については、全ての学系・学科に対して、全く同様に開講していることから、

同じ数字となっている。専門コア教育課程においては専門コアにより異なっており、必修

と選択をあわせた数値では、最も少ない電気系の３８科目・１００単位から、最も多い人

間系の５３科目・１４８単位までの幅が認められる。 

 学系間における、必修・選択科目数の違いは、専門コア教育課程の専門基礎科目におけ

る選択科目数の違いが影響している。これは、各学系がおかれている専門分野の違いによ
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る影響もある。特に人間系においては、人間の感覚から行動にいたる心のメカニズムとい

ったミクロな分野から、人間の集まりであるコミュニティ（企業における組織、または生

活の仕組み）といったマクロな分野までを対象に情報技術を活用したシステム設計・開発

ができるエンジニアの育成を目的としていることから、分野の広がりと違いに応じた選択

科目の増加に繋がっている。 

 

専門分野を学ぶ上で、学生の選択の幅が広がることは、目的指向型カリキュラムの運営

を行うにあたっては重要な部分であるが、学生の目的意識レベルのバラツキによっては、

自らが描く技術者像がイメージしにくいケースも出てくるといった問題点が生じている。 

この問題を解消することを目指し、平成１６年度からの学部・学科改組にあたって、専

門分野を学科レベルに細分化することで、学生にとって、学習目標の明確化や将来の技術

者像が描きやすいように配慮している。 

 

表３．３ 課程別・学系別の必修・選択科目の科目数と単位数  

 

科
目

単
位

科
目

単
位

科
目

単
位

科
目

単
位

科
目

単
位

科
目

単
位

科
目

単
位

科
目

単
位

科
目

単
位

科
目

単
位

科
目

単
位

科
目

単
位

創製プロセスコア
エネルギー制御デザインコア

メカトロニクスデザインコア
ビークルシステムコア
金属材料コア
複合化材料コア

高分子・エコ・バイオ材料コア
インテリジェント・電子材料コア
電力システムコア
電気機器システムコア

通信システムコア
デバイスシステムコア
デジタル情報メディアデザインコア
コンピュータ＆ネットワークシステムコア
知的ソフトウェアシステムコア 12 32 17 36
映像メディア情報通信システムコア
地球社会情報システムコア
知能情報システムコア
ヒューマンサポートシステムコア

システムズデザインコア
産業システムコア
環境質保全コア
環境情報・計画コア

国土整備デザインコア
社会基盤システムコア
建築デザインコア 10 22
建築構造コア 10 23

環境計画コア 10 23
環境デザインコア 10 22

選択 必修 選択

電気工学科 

メカニカルデザインコア

機能材料コア

必修

電子工学科 

環境システム工学科 

経営情報工学科 

人間情報工学科 

情報工学科 

建築系

居住環境学科

建築学科 

土木工学科 

電気系

情報系

人間系

環境系

機械系

材料系

機械工学科

機械システム工学科

物質システム工学科

先端材料工学科

空間構築コア

環境調和システムコア

生活環境デザインコア

情報・制御システムコア

専門基礎科目 専門コア科目 工学設計科目
必修 選択 必修 選択 選択必修学系 学　科 専　門　コ　ア

工学基礎教育課程

選択必修

修学基礎教育課程
修学基礎科目人間形成基礎科目 工学基礎科目

専門コア教育課程

8 14 1 1 9 12 38 87 5

341330

9 19 46

12

8

13

7

--13451179

3 36129

3

3311218 --134

-

4 13 - -

-134

4 13 - -

4 13 - -

4 13 - -

3 9

3612

3612

3 9

3 9

3 9

3 9

301121

13 351633

351633

12 512131

6324249

14

49183113

17

16 35

461734

3516

4119

3913

3612

3612
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 ５．カリキュラムの見直しを行う体制 
 

Ｂ群：基礎教育と教養教育の実施・運営のた

めの責任体制の確立とその実践状況 
 

 本学では、学務運営を始め、教学上の問題は基本的には大学全体で対応している。 

 組織的には、図２．３の大学教育組織関連図に示したように、学長のスタッフ部門とし

て教務部、学生部、進路部、実技教育部、教育点検評価委員会などがそれぞれ組織されて

おり、学務運営を含む全般的な「計画立案部隊」として一体的に機能している。 

 一方、ライン部門として学系、課程が設けられている。教員はそれぞれ学系または課程

に所属しているが、これらのライン部門の教育に対する責任を持っており、教務部委員会

との協同のもと、学務運営の「執行部隊」としての役割を担っている。 

このような体制のもと、定期的なカリキュラムの全学的な見直しを行っている。必要な

場合には、検討委員会を設置し、学習・教育目標の見直しなどが行われる。この委員会で

は、国家的な教育政策や提言、卒業生が有すべき能力に関する産業界からの要望、進路部

からの改善要求、学習内容や教育目標に関する学生の要望、入学試験結果や高校の教育課

程から確認できる新入生の修学能力などを重要な要因として取り込み、本学の教育機能（ス

タッフや施設設備）を有効に活用することを念頭に置き、カリキュラムの設計を行ってい

る。 

具体的には、近年社会的な問題となっている「学力問題」について、単に「学力不足」

で片付けられる問題ではないと認識し、学習への動機づけと人間性の涵養を行う教育に重

点を置くことが再認識され、平成１６年度以降のカリキュラムを見直す際の重点検討事項

として提案されるなど、常に本学の特長を活かした改革を目指している。 

 なお、専門コア教育は、各分野における教育内容などを専門領域の近い教員が相互に精

査・検証し、また当該分野の教育に必要な技術・方法などを蓄積しながら伝承していける

利点があり、伝達すべき知識の量の精査と知識の質の検証が、専門コア単位で継続的に行

われている。 

 

 上述のように現在、基礎教育・教養教育・専門教育を含めこれらの実施・運営を行う責

任体制のもと、カリキュラムの見直しが図られており、効果的に機能している。 

 
 ６．科目担当における専任教員と兼任教員の比率 
 

Ｂ群：全授業科目中、専任教員が担当する授

業科目とその割合 
 
Ｂ群：兼任教員等の教育課程への関与の状況 
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 各教員は、基本的にはそれぞれが所属する学系・課程に対応する教育課程で提供してい

る授業科目を担当しており、表３．４に見るごとく、兼任教員が担当する授業科目数とそ

の割合が少ないことが認められる。 
 ただし、情報系は、インターネットなどのネットワーク環境の発達に伴い実学としての

教育を導入する目的で、企業から非常勤教員を迎えている。このため他学系に比べて非常

勤教員による開講クラスが多いが、それでも１０％以下となっており、適切であると考え

ている。 
 
なお、他の学系と比べると非常勤教員が多いのは明らかであり、現在、情報系教員を中

心に、教員採用を促進することを検討している。 
 

表３．４ 全開講科目において専任・兼任教員が担当する科目数 
（単位：科目数）    

専任教員が担当する
科目数

兼任教員が担当す
る科目数

兼任教員が担当する
科目数の割合（％）

機械系 431 11 2

材料系 249 6 2

電気系 339 11 3

情報系 375 42 10

人間系 287 15 5

環境系 317 10 3

建築系 325 15 4  
 
 ７．単位互換と単位認定 
（１）他大学などでの学習と単位の認定 
 

Ｂ群：国内外の大学等と単位互換を行ってい

る大学にあっては、実施している単位互換方

法の適切性 
 
Ｂ群：大学以外の教育施設等での学修や入学

前の既修得単位を単位認定している大学・学

部等にあっては、実施している単位認定方法

の適切性 
 
Ｂ群：卒業所要総単位中、自大学・学部・学

科等による認定単位数の割合 
 
  １）放送大学との単位互換協定 

本学は、放送大学（本部・千葉県）と単位互換協定を結んでおり、学生は、キャンパス
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内に設置されている石川学習センターにおいて、生涯学習の一環として在学中に本学が指

定する放送大学科目（指定放送大学科目）の中から１科目以上を履修することが卒業要件

となっている。なお、放送大学科目の単位の修得までは求められていないが、放送大学か

ら報告された成績により、修学基礎教育課程・人間形成基礎科目の生涯学習として成績評

価と単位の認定が行われる。 

 

  ２）他大学における既修得単位の取扱い 
他大学を卒業または中途退学した者、短期大学、高等専門学校を卒業した者で入学を許

可された者については、それまでに習得した単位の取扱いについて以下のように規定され

ている。 

①本学が教育上有益と認めるときは、他の大学との協議に基づき、学生が当該大学で履

修した授業科目について修得した単位を、３０単位を超えない範囲で本学において修

得したものとみなすことができる。 

②本学が教育上有益と認めるときは、学生が入学前または入学後に行った短期大学また

は高等専門学校の専攻科における学修、その他文部科学大臣が別に定める学修を、本

学における授業科目の履修とみなし、３０単位を超えない範囲で認定することができ

る。 

 具体的には、該当者について、その学習教育内容および単位数を本学の教育課程と照合

の上、教務部委員、各課程・学系主任が調査を行い、教務部委員会にて審査し、教授会の

議を経て認定を行っている。特に、本学の教育課程上の単位として取扱う場合においては、

次の資料を基に審査を行っている。 

・単位認定申請書 

・当該大学の学生便覧 

・修得した科目に関するシラバス 

・修得した科目で使用した資料（教科書など） 

・当該大学が発行した単位修得証明書または成績証明書 

・その他必要に応じて学長が指定した書類 

なお、本学におけるカリキュラムは４年間に相当する学習・教育で構成され、１３０単

位以上を取得し、学士の学位を得たものを修了生としている。この１３０単位の中で、自

大学・学部・学科など以外による認定単位数は３０単位を超えないことが、規則中に明記

されている。ただし、編入学者については、この制限は除外されている。 

 

今後は、短期大学や高等専門学校などを修了し、さらに学びたいとの学習意欲をもった

学生の受け入れなど、他の教育機関からの受け入れを積極的に行っていくことも予想され

るが、既修得単位の取扱い方法の妥当性を含めた検討が必要になるものと思われる。 
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  ３）外部試験の成績による単位認定 
ＴＯＥＩＣの試験において３００点以上の成績を取得した学生には、その求めに応じて

「英語Ⅲ」「英語Ⅳ」「英語Ⅴ」の単位を認定している。 

これは、「各種検定試験合格による授業科目の単位認定に関する取扱規程」第５条によ

るものであり、単位認定を受けようとする者は、所定の期日までに「単位認定申請書」に

技能資格の証明書（級数またはスコアを含む。）を添付し、学長に願い出ることにより、

教務部委員会で単位認定の可否を決定し、教授会に報告されている。 

 

 ８．海外の大学との学生交流 
  

Ｃ群：海外の大学との学生交流協定の締結状

況とそのカリキュラム上の位置づけ 
 
（１）学生交流協定の締結 
本学は、昭和５７年以来、下記の４大学と協力協定を締結している。 

・昭和５７年５月３１日 米国ハワイ州立大学（マノア校）と協力協定 

・平成５年３月２日 米国ロチェスター工科大学と協力協定 

・平成６年１０月１２日 タイ国マヒドン大学と協力協定 

・平成７年４月１日 米国マサチューセッツ工科大学と協力協定 

 また、下記の６大学との間とは協力協定に関する覚書の交換を行っている。 

・平成４年１０月２７日 米国ローズ・ハルマン工科大学と協力協定覚書 

・平成７年５月１３日 米国イリノイ大学と協力協定覚書 

・平成７年１２月１日 米国ハーヴィ・マッド・カレッジと協力関係に関する覚書 

・平成１１年１月２１日 ニュージーランド・ユニテック工科大学と協力関係に関する覚

書 

・平成１２年４月１８日 台湾国立成功大学と学術協力協定調印 

・平成１２年６月２８日 台湾国立台湾大学と学術交流に関する協力協定 

・平成１４年１１月１７日台湾国立成功大学と学生団体間における課外活動団体国際交流

に関する協定と覚書 

 

（２）学生交流状況とカリキュラム上の位置づけ 
  １）本学学生の派遣 
 上記の協定大学のうち、表３．５に示した大学には本学学生を研修生あるいは留学生と

して派遣している。なお、派遣先大学と派遣状況により、単位認定状況は異なっている。 
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表３．５ 海外大学派遣プログラムと取得単位認定条件 

大学名 派遣期間 単位認定

米国ハワイ州立大学（マノア校） 短期英語研修プログラムとして３週間の派遣留学
正規科目「インテンシブイングリッシュ」

として単位を認定

米国ロチェスター工科大学 短期英語研修プログラムとして３週間の派遣留学
正規科目「インテンシブイングリッシュ」

として単位を認定

ニュージーランド・ユニテック工科大学短期英語研修プログラムとして４週間の派遣留学
正規科目「インテンシブイングリッシュ」

として単位を認定

米国ローズ・ハルマン工科大学 ７箇月間の派遣留学。学生の能力に応じて科目を履修
留学中に修得した単位は卒業要件の単位

として認められる

米国ロチェスター工科大学 ７箇月間の派遣留学。学生の能力に応じて科目を履修
留学中に修得した単位は卒業要件の単位

として認められる

米国イリノイ大学
大学院生を主に対象としているが、９箇月間の派遣留

学

学生の能力に応じて科目を履修

留学中に修得した単位は卒業要件の単位

として認められる  

 

  ２）留学生の受け入れ 
 下記の協定大学からは、本学で開講している日本語特別講義を履修することを目的とし

て、約１箇月間の派遣留学生を受け入れている。 

・米国ローズ・ハルマン工科大学 

・米国ロチェスター工科大学 

・米国イリノイ大学 

 なお、修了生には本学の日本語科目の単位を認定しているが、当該学生の米国の大学に

おける単位としての認定は、当該大学の規則によっている。 

 

 ９．生涯学習への対応 
 

Ｂ群：生涯学習への対応とそのための措置の

適切性、妥当性 
 

（１）放送大学科目の履修 
 本学では、修学基礎教育課程・人間形成基礎科目の生涯学習として、放送大学科目を設

けている。この放送大学科目は、単位互換を結んでいる放送大学の石川学習センターにお

いて、本学が指定する放送大学科目（指定放送大学科目）の中から１科目を選択し、履修

するものである。単位修得は求めていないが、指定放送大学を履修し、最終試験を受験す

ることまでを、卒業の要件の一つに含め、生涯学習に必要な自学自習の習慣を身に付ける

ための一助としている。 
 
（２）生涯学習特別講義の開講 
 修学基礎教育課程・人間形成基礎科目の生涯学習科目には、経済問題や時事問題などの

実社会において重要と思われるトピックスを適宜取り上げられるように、生涯学習特別講

義も設けられている。本学が目指す人間形成をより充実発展させるための科目として位置

づけることができる。現在では、「株式と経済」がテーマとして取り上げており、現役とし

て株式取引に携わっている証券会社の社員を講師に招き、学生にも実社会を実感してもら
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うための機会としている。 
（３）ライブラリーセンターの役割 
教育支援機構の一つであるライブラリーセンターは、「教育センター」・「研究センタ

ー」・「卒業生の情報センター」・「地域の工学情報センター」の４つの機能を備えており、

卒業生や地域住民の方々の情報センターとしての役割を果たしている。さらに、同センタ

ーに生涯学習室を設置し、放送大学と連携しながら、在学生をはじめ卒業生や地域におけ

る生涯学習の普及促進と学習機会の提供を行っている。 
 
なお、本学の卒業生に対する生涯学習の機会提供に関しては、本学同窓会の事務局であ

る校友会事務局が約４６，０００人の卒業生相互の親睦や生涯教育の推進を図る活動に取

り組んでいる。全国各地で開催される同窓会に教職員も参加して直接意見を聞くほか、卒

業生アンケートを行い、卒業生としての本学に対する要求・期待を把握しているが、卒業

生が学ぶ場の提供については具体的な取組みを行っていない。今後は卒業生から収集した

情報や社会の動向を踏まえ、卒業生に対しても学習する場の提供を検討していく必要があ

る。 
 
 １０．正課外教育 
 

Ｃ群：正課外教育の充実度 
 

 大学は１年３６５日の内、日曜祝日を除く約１５０日は授業が行われ、残り約１５０日

が休みとなっている。この休み期間を自己の能力を高めるための時間として、学生が有効

的に活用することができれば能力の向上が計られ効果的な自己研鑽が期待できる。 

本学では、学生が授業以外の様々な課外での活動においても積極的に取り組むための場

を提供している。学生がキャンパス内において知的な活動を行うことこそ「行動する技術

者」を育成するものであり、本学が提唱する「夢考房キャンパス」は学生と教職員が「教

学半」の精神の下、お互いに学び合い、切磋琢磨する場であり、そこでは様々な機能が提

供されている。また、学生や教職員の活動を通じて大学と社会が交流し「社会に無くては

ならない大学」として存在するための中心的な環境を提供している。それを実現するため

には夜間も施設利用を可能にする必要があり、学内を２４時間オープンキャンパスとして

使用できるよう各施設の入り口にカードリーダーを設けるなどの便宜を図っている。 

これらは教育支援機構がその中心となって実現を図る方策を実施している。教育支援機

構の各センターにおける活動内容を以下に示すが、これらでの取組みの全てが正課外教育

であると位置づけられる。 

なお、各センターからの代表者による教育支援機構センター会議が月に一度開かれ各セ

ンターの問題点や学生からの要望の実現に向けた協議を行うなど、常に教育改善を実施し

ている。 
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 改善については、今後も「入学者、在学生、卒業生、企業」に行うアンケートや各セン

ターでのアンケートをもとに必要性を検証し更なる充実に努めている。 

 

（１）ライブラリーセンター 

工学系の専門図書館としては世界有数の規模を誇るライブラリーセンターは、４８万冊

の蔵書と１４，０００巻を超えるビデオ、１８０万件の書誌情報を備え、学生の学習を支

援している。また、本学独自の支援として次の４つの機能が挙げられる。 

１）サブジェクトライブラリアン制度（ＳＬ）：専門分野の教員が、資料選びのアドバ

イスなど学生の研究活動を支援している。 

２）学習支援デスク：専門基礎科目について個別指導を行っている。 

３）ＫＩＴライティングセンター：小論文作成に関する相談･個別指導を行っている。

また、授業と連携をとり、課題添削を通じ文章表現力の向上を図っている。 

４）マルチメディア考房：ＣＧやＷｅｂなどのデジタル･コンテンツの制作を支援して

いる。 

 

（２）情報処理サービスセンター 

平成７年度から全学生がノート型パソコンを所持しており、学内に６，０００ヶ所ある

ＬＡＮへの接続口（情報コンセント）から学習に必要な情報（授業関連情報の照会、Ｗｅ

ｂ教材を用いての自学自習、履修申請など）をいつでも取り出せるようＩＴ環境を整備し

ている。情報システムの開発・運用、教材コンテンツの開発、ｅラーニングの推進、情報

セキュリティインフラの整備などを行っている。また、同センターＡＶ室ではビデオなど

の資料映像の作成と、Ｗｅｂを通じた配信などを行っている。 

 

（３）能力開発センター 

資格試験に関する総合的な窓口として学生の資格取得を支援している。資格取得のため

の講座の開講、資格に関する情報発信や相談の受付け、資格試験受験の手続きなどを行っ

ている。また、各学科の進路主事を含む学習指導室を組織し、社会で重要視されている資

格の種類や内容を学生に伝えている。 

 

（４）工学基礎教育センター 

数学、物理、化学などの工学の基礎となる分野を中心に、学生の基礎学力を向上させる

ための学習支援を、個別指導に重点をおいて行っている。なお、工学基礎教育センターを

拠点に、課外の時間においてマンツーマンによる学習指導や、少人数で行う授業理解度向

上プログラムなどを実施しており、学びたいという学生の学習意欲を満たしている。 
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（５）工学設計教育センター 

 夢考房における学生チームのプロジェクト活動の支援、工学設計や工学基礎実験などの

実技教育への支援を行っている。 

 

  １）工学設計科目の支援 

 学生がプロジェクトを組み自分たちでテーマを設定し、教員のアドバイスを受けながら、

様々なアプローチによって試行錯誤を繰り返して問題を解決していく工学設計科目の円滑

な授業運営と学習・教育の支援を行っている。 

 

２）夢考房 

 学生が自由に活用できる自主的なモノづくりの場である。技術や用途に応じて各種の工

作機械や実験設備、材料･工具が取り揃えられており、学生がアイデアを形にできる創造空

間として利用されている。また、各種工作機械を安全に扱えるように、ライセンス講習会

と安全教育を実施している。プレゼンテーションツールも備えられており、授業の課題か

ら趣味の取組みまで、幅広く自由に利用することができる。 

 

３）夢考房プロジェクト 

 ソーラーカーレースへのチャレンジ、人力飛行機の製作、ロボットコンテストへの挑戦

等々、目的を同じくする学生が学年と学科の壁を越えチーム活動を行うことで、協同の精

神を培うとともに問題発見・問題解決の手法を学んでいる。プロジェクト活動に対しては

資金面などを含めた支援を行っている。 

現在は、ソーラーカー・ソーラーボート・人力飛行機・人力ボート・エコラン・ＧＰＳ

ボート・ロボット・ＲｏｂｏＣｕｐ・電気自動車・福祉搬送車・福祉機器開発・建築模型

制作・メカニカルサポート・フォーミュラカー・風力発電の１５プロジェクトが活動して

いる。 

 

今後は、プロジェクトの参加人数を増やすことと新規プロジェクトの発掘を行うことが

求められる。 

 

４）実験考房 

 工学基礎実験に取り組んでいる学生の実験テーマや実験装置についてのアイデアや問題

点を、実際に手を動かしながら確認できるように、各種の実験設備や実験装置と実験空間

を提供している。 

 

５）スポーツ考房 

 充実した学生生活を送るためには「健全な肉体に健全な精神が宿る」と言われるように
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強い体力が重要な要素となる。その体力つくりの場としてスポーツ考房が設けられている。

そこには専門のスタッフが常駐し、機器の取扱いやトレーニングメニューの達成目標の設

定などのアドバイスを行っており、自分の体力や健康状態にあったトレーニングを行うこ

とができる。体力保持のために、１００日、２００日、３００日利用の目標を達成した学

生には褒める制度があり毎年多くの学生が賞を授与されている。 

 

（６）基礎英語教育センター 

英語学習が効果的に行えるような教材の用意や学習意欲を誘うきっかけとなる授業内

容の工夫について、英語教育担当の全教員が参画して取り組んでいる。授業外の自学自習

に役立つ学習方法の指導も行っており、同センターのラーニングコーナーでは、ネィティ

ブ・スピーカーの英語教員とフリートークやゲームなどを通して、英語によるコミュニケ

ーションのスキルアップを図っている。 

 

３．２ 教育方法とその改善 
 １．教育効果の測定と検証 
 

Ｂ群：教育上の効果を測定するための方法の

適切性 
 
Ｂ群：教育効果や目標達成度及びそれらの測

定方法に対する教員間の合意の確立状況 
 
Ｂ群：教育効果を測定するシステム全体の機

能的有効性を検証する仕組みの導入状況 
 
Ｃ群：教育効果の測定方法を開発する仕組み

の導入状況 
 
Ｃ群：教育効果の測定方法の有効性を検証す

る仕組みの導入状況 
 
Ｃ群：教育効果の測定結果を基礎に、教育改

善を行う仕組みの導入状況 
 
（１）教育内容の点検・評価 
本学では、教育に対する評価・改善を重視し、学系・課程の副主任を主なメンバーとす

る「教育点検評価委員会」を設置することで教育効果の検証・改善を図っている。 

個々の教員に対しては、授業の内容や学習支援計画書の記載内容が効果的に機能してい

るかを判断するため、授業アンケートを実施しその結果を個々にフィードバックしている。

また、教育課程上の課題や問題点や、各教員からの改善に関する提案などを教育点検評価
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委員会が組織的に収集し、全学的なバランスを図りながら検証することで改善に向けた提

案を行う。教育点検評価委員会からの提案は部長会にて審議される。 

また、それ以外に教育運営上の個別の問題が発生した場合、定期的に開催される学系会

議や、科目担当者を中心とした会議を随時開いて対処するなど、問題のレベルに応じてタ

イムリーに改善活動を展開している。 

 

（２）第三者による学習・教育目標の検証 
学習・教育目標の有効性や正当性を確認するためには、産業界におけるニーズの収集や、

第三者による評価が重要となる。 

本学では、卒業生や就職先企業に対して「卒業生に要求される能力や資質などに関する

定期的な要望調査」として、企業や教員、卒業生、在校生に対し包括的なアンケート調査

を行っている。特に、企業向けアンケートでは ①「一般的な企業が"新入社員"や"技術職"

にどのような能力・特徴を求めているのか」という人材に対するニーズ、②「金沢工業大

学の卒業生が①の点に関してどの様に評価されているのか」という卒業生の能力・特性に

関する位置づけを調査し、教育点検評価委員会において、これらを新たな学習・教育目標

の立案に向けた材料として活用している。 

 さらに、外部有識者によるメンバーで組織された十年委員会において、社会的な視点で

第三者による点検・評価を行っている。 

これらのように、本学では、教育目標である「行動する技術者の育成」を達成するため、

全学的に教育の評価・改善を行う一連の仕組みを有しており、教育目標の確認と授業の成

果、学生の行動目標に対する達成度評価を確認することで、教育の質の保証と適正化を図

り継続的に教育改善を行っている。 

 

本学が考える教育とは、学生がもつ潜在能力を引き出し総合的に伸ばしていくことにあ

り、学生の「知性、感性、徳性」を涵養することである。また、教育付加価値とは学習や

経験全般から獲得した知識や技能だけでなく、価値観や態度を包含する総合的な「人間力」

をも備えることである。この「人間力」を数値的に捉えることは困難であるが、人間力を

反映した指標を検討し、教育効果の測定をより精度よく実施することを目指している。 

 

（３）卒業生の進路状況 

Ｂ群：卒業生の進路状況 

本学の教育効果を確認する指標の一つとして、学生の進路状況が有効と考えられる。表

３．６は、過去３年間の卒業生の進路状況である。 
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表３．６ 卒業生の進路状況 

 

年度

機
械
工
学
科

機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科

物
質
シ
ス
テ
ム
工
学
科

電
気
工
学
科

電
子
工
学
科

情
報
工
学
科

人
間
情
報
工
学
科

経
営
工
学
科

環
境
シ
ス
テ
ム
工
学
科

土
木
工
学
科

建
築
学
科

計

平 成 12 年 度 165 176 86 175 192 205 103 160 101 162 194 1,719

平 成 13 年 度 214 142 114 181 174 230 104 142 108 145 197 1,751

平 成 14 年 度 215 167 106 173 190 190 75 186 94 188 162 1,746

平 成 12 年 度 13 28 25 28 43 28 13 22 15 11 31 257

平 成 13 年 度 38 19 35 30 28 33 17 21 14 7 33 275

平 成 14 年 度 14 20 37 23 26 31 9 27 13 20 22 242

平 成 12 年 度 2 0 0 1 0 4 2 1 2 1 0 13

平 成 13 年 度 0 1 0 0 4 1 3 0 1 1 0 11

平 成 14 年 度 0 1 1 1 1 0 0 0 0 4 1 9

平 成 12 年 度 2 5 2 5 2 7 8 5 4 5 9 54

平 成 13 年 度 4 3 5 5 10 11 9 4 10 10 11 82

平 成 14 年 度 9 6 6 9 11 7 6 5 7 25 16 107

平 成 12 年 度 148 143 59 141 147 166 80 132 80 145 154 1,395

平 成 13 年 度 172 119 74 146 132 185 75 117 83 127 153 1,383

平 成 14 年 度 192 140 62 140 152 152 60 154 74 139 123 1,388

平 成 12 年 度 148 143 59 138 144 166 72 131 80 144 146 1,371

平 成 13 年 度 172 119 73 146 131 183 73 112 80 126 153 1,368

平 成 14 年 度 192 140 61 140 148 148 60 150 74 139 123 1,375

平 成 12 年 度 100.0 100.0 100.0 97.9 98.0 100.0 90.0 99.2 100.0 99.3 94.8 98.3

平 成 13 年 度 100.0 100.0 98.6 100.0 99.2 98.9 97.3 95.7 96.4 99.2 100.0 98.9

平 成 14 年 度 100.0 100.0 98.4 100.0 97.4 97.4 100.0 97.4 100.0 100.0 100.0 99.1

平 成 12 年 度 0 0 0 3 3 0 8 1 0 1 8 24

平 成 13 年 度 0 0 1 0 1 2 2 5 3 1 0 15

平 成 14 年 度 0 0 1 0 4 4 0 4 0 0 0 13

平 成 12 年 度 18 21 2 20 27 37 8 8 6 12 22 181

平 成 13 年 度 17 24 3 40 30 30 16 15 10 12 26 223

平 成 14 年 度 19 14 3 32 43 32 6 25 4 10 19 207

平 成 12 年 度 2 1 0 2 2 3 1 1 0 4 3 19

平 成 13 年 度 3 0 0 6 1 2 0 3 0 10 2 27

平 成 14 年 度 5 3 2 3 4 2 3 3 3 10 5 43

平 成 12 年 度 20 22 2 22 29 40 9 9 6 16 25 200

平 成 13 年 度 20 24 3 46 31 32 16 18 10 22 28 250

平 成 14 年 度 24 17 5 35 47 34 9 28 7 20 24 250

平 成 12 年 度 13.5 15.4 3.4 15.6 19.7 24.1 11.3 6.8 7.5 11.0 16.2 14.3

平 成 13 年 度 11.6 20.2 4.1 31.5 23.7 17.5 21.9 16.1 12.5 17.5 18.3 18.3

平 成 14 年 度 12.5 12.1 8.2 25.0 31.8 23.0 15.0 18.7 9.5 14.4 19.5 18.2

平 成 12 年 度 35 31 7 31 29 37 13 21 13 12 22 251

平 成 13 年 度 43 26 22 37 40 75 19 35 14 14 18 343

平 成 14 年 度 51 30 12 25 37 44 8 30 8 15 15 275

平 成 12 年 度 55 53 9 53 58 77 22 30 19 28 47 451

平 成 13 年 度 63 50 25 83 71 107 35 53 24 36 46 593

平 成 14 年 度 75 47 17 60 84 78 17 58 15 35 39 525

平 成 12 年 度 37.2 37.1 15.3 37.6 39.5 46.4 27.5 22.7 23.8 19.3 29.6 32.3

平 成 13 年 度 36.6 42.0 34.2 56.8 54.2 58.5 47.9 47.3 30.0 28.6 30.1 43.3

平 成 14 年 度 39.1 33.6 27.9 42.9 56.8 52.7 28.3 38.7 20.3 25.2 31.7 38.2

平 成 12 年 度 93 90 50 85 86 89 50 101 61 116 99 920

平 成 13 年 度 109 69 48 63 60 76 38 59 56 90 107 775

平 成 14 年 度 117 93 44 80 64 70 43 92 59 104 84 850

項目／学科

自力開拓
（公務員浪人等）

自営数

進学予定者数

卒業予定者数

就職未内定数

内　 定　率
Ｂ／Ａ×100%

就職内定数
（Ｂ）

就職希望者数
（Ａ）

大
手
企
業
内
定
状
況

中小企業

Ｄ／Ｂ×100％

上場企業

公務員・教員

小計（Ｃ）

Ｃ／Ｂ×100％

非上場大手

合計（Ｄ）
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 ２．成績評価 
（１）総合評価点数 
 

Ａ群：成績評価法、成績評価基準の適切性 
 
 各授業科目における成績評価は、学習支援計画書（シラバス）に記載されている「学生

の行動目標」をどの程度達成できたかに基づいている。 

 この行動目標の達成度について、学生の行動を多面的に評価するために、期末試験のみ

による成績評価は行っておらず、学習のプロセスにおける取組みを加味した評価を行って

いる。そのために、評価項目として「小テスト」「レポート」「臨時試験」「定期試験」「学

習態度」の５項目を設定し、学習支援計画書に記載されている各項目に対する重み付けを

含めた評価に基づいて、学生個々の学習プロセスとその成果を総合的に評価し、点数化し

ている。これは、これまでの知識偏重型の教育から能力の総合化を目指す教育へ、その授

業内容を転換するために実施したものであり、総合評価に占める定期試験の割合は４０％

以下にするように定めている。記載されている行動目標のそれぞれについての達成度を、

これらの各評価項目に基づいて、それぞれの重み付けを勘案して１００点満点に換算した

ものを総合評価点数としている。各授業科目の成績評価は、総合評価点数に応じて、Ｓ・

Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ・Ｆの７種の評価をもって表している。なお、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃが合格

であり、Ｄ・Ｅ・Ｆは不合格である。ただし、Ｆ評価は、出席不良のものである。 

 総合評価点数と、対応する評価記号、標語、ならびに、後述するＱＰＡポイントを表３．

７に示した。 

 

表３．７ 総合評価点数と評価・評価ポイントなどの対応 

総合評価点数 評価記号 評　語 評価ポイント 合否

１００点～９０点 Ｓ 秀 4

８９点～８０点 Ａ 優 3

７９点～７０点 Ｂ 良 2

６９点～６０点 Ｃ 可 1

５９点～　０点 Ｄ 成績不良で不可 0

Ｅ 定期試験放棄で不可 0

Ｆ 出席不良で不可 0

合格

不合格
─────

 
 

なお、これらの各項目での評価は、当該科目における行動目標の達成度を図るために用

いるものであるが、「学習態度」の評価方法については、ともすれば出席点として扱われて

いる感のあるものもみうけられる。各項目においてそれぞれ行動目標をどのように評価し

ているかを記述するとともに、「学習態度」の取扱いについては、学習のプロセスにおける
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達成度を測るものとして、より具体的に評価が行えるような工夫が必要である。 

 

（２）自己点検授業 
 

Ｃ群：学生の学習意欲を刺激する仕組みの導

入状況 
 
各学期の定期試験終了後には、自己の学習のプロセスとその成果について確認を行う授

業として自己点検授業を平成１２年度から実施している。自己点検授業では、提出したレ

ポートなどの返却、学習・教育目標の達成度状況の概要、定期試験の解説、総合評価点数

の確認を含め、学生と教員がそれぞれの立場で、授業における学習・教育目標と「学生の

行動目標」の達成度の確認を行い、指導の徹底を計るとともに学生の習熟度を確認し、評

価の適正さを計っている。 

 

（３）ＱＰＡポイント（Ｑｕａｌｉｔｙ Ｐｏｉｎｔ Ａｖｅｒａｇｅ） 
 

Ｂ群：厳格な成績評価を行う仕組みの導入状

況 
 
 個々の科目の成績評価に基づき、総合的な成績評価として、表３．７に示した「評価ポ

イント」を使用して、各学期終了時点での成績状況を確認している。これを「ＱＰＡポイ

ント」と呼んでいるが、次式により計算された数値で、全履修科目に対する１単位当たり

の成績評価の平均値を表しており、修学指導・大学院進学指導・進路指導における基礎資

料ともなる。 

 

 なお、学生自らが目的指向型カリキュラムを編成し、設定した目標に向かいこれに従っ

て科目の履修を行っていることを前提としているので、科目履修に対する学生の責任を明

確にする意味でも、定期試験放棄や出席不良による不合格科目についても、ＱＰＡポイン

トの計算に含めている。 

 

なお、本学では成績評価の妥当性を確認するため、学生自身が自分の成績評価に対して

異議がある場合には、成績評価の「異議申し立て制度」を設けている。この制度は、成績

公開後に、定められた期間内であれば科目担当教員または教務課に成績の異議を申し出る

ことができるもので、異議申し立てに対して説明責任を果たすものである。 

 

（評価ポイント×単位数）の総合計

履修科目の総単位数
ＱＰＡポイント　＝　
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（４）履修科目登録の制限 
 

Ａ群：履修科目登録の上限設定とその運用の

適切性 
 

 本学では、学生が、自分自身の将来の目標を意識しながら「目的指向型カリキュラム」

を自ら作成する体制をとっているので、履修科目登録の上限は設けていない。 

 

 ３．履修条件と在学制限 
 

Ｂ群：各年次及び卒業時の学生の質を検証・

確保するための方途の適切性 
 
 目的指向型カリキュラムの主柱となる工学設計教育では、教育課程の所定レベルでの学

習で得た知識・技術を総合的に応用し、創造的に問題を発見し、工学的にその解決方法を

考察し、具体的に問題解決できるようになることを目指して学習を積み重ねていく。この

一連の流れにおいて特に重要となる科目については、次の段階での学習・教育を効果的に

行えなえるよう、当該科目を履修する以前に修得しておくべき科目や単位数について履修

条件を設けている。また、外国語科目など、順を追って段階的にレベルを上げていく科目

についても、学習順序を勘案した履修条件を設け、教育の質的向上を図っている。履修条

件を表３．８に示した。 

 

表３．８ 履修条件（平成１５年度入学生） 

英 語 Ⅰ

英 語 Ⅱ

英 語 Ⅲ

英 語 Ⅳ

英 語 Ⅴ

英 語 Ⅱ

英 語 Ⅲ

英 語 Ⅳ

英 語 Ⅴ

英 語 Ⅲ

英 語 Ⅳ

英 語 Ⅴ

フ レ ッ シ ュ マ ン セ ミ ナ ー

修 学 基 礎 能 力 演 習

ジ ュ ニ ア セ ミ ナ ー

工 学 基 礎 実 験 Ⅰ ， Ⅱ ， Ⅲ

工 学 設 計 Ⅰ ， Ⅱ

工 学 専 門 実 験 演 習 Ⅰ ， Ⅱ ， Ⅲ 主 専 攻 と す る 専 門 コ ア 科 目 ６ 単 位 以 上

コ ア ゼ ミ 修 得 単 位 数 １ ０ ０ 単 位 以 上

専 門 基 礎 科 目 １ ２ 単 位 以 上
修 得 単 位 数 ６ ６ 単 位 以 上

工 学 設 計 Ⅲ

工 学 専 門 実 験 ・ 演 習 Ⅰ ， Ⅱ ， Ⅲ
コ ア ゼ ミ

中 国 語 Ⅰ ， Ⅱ ， Ⅲ

英 語 Ⅴ

ジ ュ ニ ア セ ミ ナ ー 修 得 単 位 数 ３ ０ 単 位 以 上

英 語 ト ピ ッ ク ス Ⅰ ， Ⅱ ， Ⅲ

英 語 セ ミ ナ ー Ⅰ ， Ⅱ ， Ⅲ

英 語 プ ロ ジ ェ ク ト Ⅰ ， Ⅱ ， Ⅲ

ド イ ツ 語 Ⅰ ， Ⅱ ， Ⅲ

Ｃ コ ー ス

プ レ ー ス メ ン ト 英 語

英 語 Ⅲ

英 語 Ⅳ

Ｂ コ ー ス

プ レ ー ス メ ン ト 英 語

英 語 Ⅱ

英 語 Ⅲ

英 語 Ⅳ

科 　 目 　 名 履 　 修 　 条 　 件

Ａ コ ー ス

プ レ ー ス メ ン ト 英 語

英 語 Ⅰ

英 語 Ⅱ

英 語 Ⅲ

英 語 Ⅳ
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 履修条件を満足できない場合、学生個々に対して修学指導を行うことになるが、改善の

努力が認められない場合もあることから、在学制限を設けることによって、学生の修学意

欲の触発を促すと同時に教育目標である「行動する技術者」を目指した段階的なチェック

を行っている。 

在学制限は、以下のように定められている。 

 入学後２年以内に「ジュニアセミナー」の履修条件を満足できない場合 

 「ジュニアセミナー」の履修条件を満足した後、２年以内に「工学専門実験・演習Ⅰ,

Ⅱ,Ⅲ」、「コアゼミ」の履修条件を満足できない場合 

 「工学専門実験・演習Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ」、「コアゼミ」の履修条件を満足した後、２年以内

に「工学設計Ⅲ」の履修条件を満足できない場合 

 「工学設計Ⅲ」の履修条件を満足した後、２年以内に卒業に必要な条件を満足できな

い場合 

 

 現在のカリキュラム体系では、履修条件のない科目については基本的に全ての科目が履

修できることから、必ずしも専門コアでの教育・学習に必要な基礎知識を修得できていな

いまま専門コアカリキュラムに取り組んでいると思われる学生も認められる。そのため、

平成１６年度からは、年次別の修得単位数による進級条件を定め、それらを満たしていな

い場合は教育課程表における上級年次の履修をできなくするなど、段階的な学習体系を整

備することで教育効果の向上と各年次における教育の質の向上に取組んでいる。 

 

 ４．学長褒賞制度 
 

Ｃ群：学生の学習意欲を刺激する仕組みの導

入状況 
 
 本学は「人は褒めて伸ばす」をモットーとしている。褒めることで学生の学習意欲や課

外活動意欲を触発し、より高い目標に挑戦させ学生の学習意欲を向上させるための制度と

して「学長褒賞制度」がある。褒賞対象は、表３．９と表３．１０に示したように、本学

の教育方針に基づき、「学業成績」「受講態度」「自学自習」「クラブ活動」「生活全般」で優

秀な成果を修めた学生に対し、「金沢工業大学学部学長褒賞規程」に基づいて、褒状および

副賞を授与している。 

また、この褒賞対象となる学生のうち、特に優秀な成果を修めたものについては、「金

沢工業大学学長表彰規程」に基づき表彰が行われている。学長表彰は、課外活動を含め、

表３．１１に示した成果をあげた学生を対象としている。 

なお、褒賞は、現在は各学期に授与しており、表彰は主に卒業式において授与している。 

 

 この制度により、教職員が学生の長所を発見しようとする意識を高めることと、学生が
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「先生は自分を見ている、認めてくれている」と意識することや褒められることによって

素直に喜び、勉学や研究に意欲を持って取り組むようになることが期待されている。 

本学が目指す「人間形成」において、最大のテーマは、学生の自主性、自発性をいかに

して育むかであり、この制度もそのための一環と位置付けられている。 

 

表３．９ 学長褒賞の対象者（学部） 

コード

1 1 学業成績 1 卒業時の成績評価で修得科目の80％以上の科目にわたりＡ以上の評価を得た者 C

2
1学期間に5科目以上修得し、その成績評価において、修得科目の80％以上の科目
にわたりＡ以上の評価を得た者

D

3 各授業科目で特に成績優秀と担当者が認めた者 F

4 成績向上が顕著な者 G

2 受講態度 1 講義・実験・実習・演習・レポート等の取り組み方が良く他の模範となる者 I

3 自学自習 1 資格を取得する等、自己啓発に精励した者 W

2 コンテスト等において、優秀な成績をあげて本学の声価を高めた者 X

2 1 クラブ活動 1 学友会活動(個人の行事を含む)等で特に貢献のあった者 M

2 課外活動で全国大会に出場する等顕著な成績をおさめた者 N

3 4年間を通じてクラブに在籍し、そのクラブに特に貢献のあった者 P

2 生活全般 1 本学学生として模範的行為のあった者 R

2 学生生活において、本学の名誉を高めた者 S

3 心身・環境等の悪条件に打ち勝ち成業した者 T

学生生活面に
おいての対象

大項目 中項目 小　　項　　目

教育実践面に
おいての対象

 

 

表３．１０ 学長褒賞の対象者（大学院） 

コード

1 教育実践面においての対象 1 各授業単位で特に成績優秀と担当者が認めた者 1

2 資格試験等に挑戦し、本学の声価を高めた者 2

3 教育補助員として、著しい功績のあった者 3

4 専攻内で学位論文の内容が優秀と認められた者 4

2 学術研究面においての対象 1 学協会において、すぐれた研究成果を発表した者 5

2 学協会誌等に、すぐれた研究論文を発表した者 6

3 生活全般 1 学生生活において、本学の名誉を高めた者 7

内　　容項　　目
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表３．１１ 学長表彰の対象者 

1. 4年間を通じて特に優秀な成果を修めた者

(1) 学長褒賞を18回以上授賞した者

(2) 各学科でQPAポイントが最も優秀な者

(3) 課外活動で特に顕著な活躍をした者

2. 単年度で特に優秀な成果を修めた者

(1) 学生生活で本学の名声を高めた者

1. 2年間を通じて特に優秀な成果を修めた者

2. 単年度で特に優秀な成果を修めた者

学部学生

大学院学生

 
 

３．３ 履修指導 
 

Ａ群：学生に対する履修指導の適切性 
 
 学生が目的意識をもって本学での学習・教育に取組み、その目的を達成するためには、

まず、本学の教育課程を十分に理解する必要がある。このために、入学直後の春学期にフ

レッシュマンセミナーを開講している。この科目では、学生が目的意識を持ち、学習意欲

の触発を図るために、目的指向型の本学独自の教育課程と教育制度を理解した後に、修学

目標の確認と修学計画の立案を行うとともに、自学自習を基本とした学習方法を修得する

ことを目指している。まず、本学で何を学ぶのかという修学目標を明確にし、この目標達

成のため履修計画を教育課程や学習支援計画書（シラバス）を参照しながら立案する。ま

た、グループ活動の中で、自らが主張すべき意見を正しく述べ、他人の意見も正しく評価

できる話し方、討議の仕方も体得する。 
 同じく１年次に開講される自己啓発セミナーでは、産業界の動向、社会・時代が求める

技術者像、最近の就職環境など、将来の進路に関わる問題を取り上げ、講演や講義によっ

て理解を促している。学生は、この科目を通して自らの将来像を描き、将来の進路を考え

て、学習支援計画書（シラバス）などを活用しながらより明確な修学計画を立てることが

求められる。本学ではこれを、目的指向型カリキュラムと呼んでいる。 
 この目的指向型カリキュラムは、学科単位で組織されるものではなく、本学が独自に分

類する工学の分野別に分かれた専門コア領域を目指していることが特徴である。学生は自

らの立てた履修計画に従って専門基礎科目から専門コア科目へと段階的に学んでいくが、

専門コア領域への意識を高めるために開講されているのがジュニアセミナーである。ジュ

ニアセミナーでは、まず専門コア教育の位置付けや専門科目の教育目標と学習内容を理解

するためのガイダンスを行い、それに基づいたグループ討議や担当教員のアドバイス（個

人面談）などにより、進むべき専門領域を決定し、志望する専門コア領域の選択をより一

層明確にし、専門コア志望申請書を作成する。これに基づき履修申請書を立案することに

よって、自らの学習目標をも明確にする。 
 学生が、こうした目的指向型カリキュラムの編成を効果的かつ円滑に行えるように、専
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門コア領域をまとめた「コアガイドブック」を配布している。なお、専門コア領域のそれ

ぞれに対応した「標準カリキュラムフロー」もこの中で提示している。 
 このように、本学では教育課程上において学生が判断をする時期に、学生の目的意識を

再確認するための科目を設け、適切な履修指導を実施している。 
 
 一方、本学の教育プログラムを理解し、将来の目的を持って修学計画を立てた学生にと

って次に重要になるのが、個々の科目の中で、自らがどれだけ力を身につけることが出来

たのか、また、授業において理解が不足している点についてどうやって理解を深めていく

のかなどの問題に自主的に取り組んでいくことである。授業が理解でき、学生自身が達成

度を自ら認識することにより、次に何を学ばなければならないのかを自ら考え行動するこ

とを求めることも検討しなければならない。 
 
 そのための方策の一つとして、授業で提出したレポート、作品、小テストの結果、定期

試験の成績など、学生が学んできた学習履歴を蓄積し、自らが学習成果を記録し振り返る

ことのできるポートフォリオシステムを構築すべく、平成１６年度から一部の科目で取組

みを開始する。 
 
３．４ 修学支援 
 １．オフィスアワー 
 

Ｂ群：オフィスアワーの制度化の状況 
 
 全ての教員が週２時間のオフィスアワーを設けることが義務付けられている。科目担当

教員は、各授業の１回目に、オフィスアワーの時間とともに自らの研究室の場所を学生に

知らせており、学生は自ら担当教員の研究室を訪ね、学習成果を上げるために活用するこ

とができる。なお、オフィスアワーなどの情報については、学内ネットワークを通じてい

つでも参照することが可能となっている。 

 

オフィスアワーについては、全教員が設定し学生を待ち受ける体制は整っているが、学

生の授業時間との関係から、学生が疑問を持って行動しようと思ったタイミングと設定さ

れているオフィスアワーの時間帯との関係が適切でない場合もあり、学生がその気になっ

て行動しようとしても対応がとられないため、学生の学修意欲が減少することも想定され

る。教員と学生との意思疎通を高めることが必要であり、科目のＷｅｂページを運用した

講義資料の提供や電子メールによるコミュニケーションの促進、学生と教員との連絡を容

易にするための居室単位での掲示板の確保など、物理的な面での改善も進めている。 
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 ２．チューター制度などによる学習支援 
 本学が重視している基礎的な科目に対しては、教育支援機構が中心となって学生の学び

を支援している。以下にこれらを支援する各センターにおける取組みを示す。 

 ●工学基礎教育センターのチューター制度 
工学基礎教育センターには、個別学習指導教員であるチューターが常駐し、数学・物

理・化学に関する学習について、学生からの質問や相談などに対応し、指導やアドバイ

スを行っている。 
 ●学習支援デスク 

専門基礎科目を主に対象として、ライブラリーセンター内に学習支援デスクを設置し、

ＳＬ（サブジェクトライブラリアン）を中心とした専門教育担当教員が学生の質問に答

え、指導や助言を行っている。 
 ●基礎英語教育センター 

本学の英語教育では、基礎的なコミュニケーション能力を確実に修得するための教育

カリキュラムを組み、少人数クラスによる授業を行っている。これをサポートするため

に、基礎英語教育センターの教員が学生からの学習相談に積極的に対応している。 

 

 ３．修学アドバイザー 
 

Ｂ群：留年者に対する教育上の配慮措置の適

切性 
 
Ｃ群：学習支援（アカデミック・ガイダンス）

を恒常的に行うアドバイザー制度の導入状況 
 
本学の学生の約７割が石川県外の出身である。学生が学習意欲を持って学ぶためには、

学生の生活面も含めた、キャンパスライフ全体をケアする必要がある。これに対して本学

では、授業以外の時間においても、必要に応じて個別に修学指導を実施している。学年を

問わず、各クラスには１名の教員が修学アドバイザーに指名されており、様々な修学上の

支援を行っている。 
修学アドバイザーの主な業務は、以下のとおりである。 
●退学・休学指導（随時） 
●各学期始めのオリエンテーション（春・秋・冬） 
●春、秋学期始めの修学指導（指導対象者のみ） 
●１年次生の修学アドバイザーはフレッシュマンセミナーを担当 
（教育課程全体での履修計画・修学計画を面談） 
●２年次生の修学アドバイザーはジュニアセミナーを担当 
（専門コア教育課程での学修計画を面談） 
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●１・２・３年次生担当の修学アドバイザーは、秋・冬学期間中に個人面談を実施 
●担当クラス学生の修学相談（随時） 
修学アドバイザーは、担当するクラスの全学生と個人面談を行い、学生の修学・生活な

どについての相談を受け持ち、アドバイスを行う。また、生活のリズムを崩している学生

などを早期に発見し指導を行っている。 
また、修学上重要な科目での欠席が多いなど、問題のある学生の情報は、授業担当教員

から修学相談室に連絡があり、修学相談室が個別に修学指導を実施し、早期に対応できる

ように工夫をしている。さらに、留年生に対しては、それぞれの学期が始まる前に修学ア

ドバイザーによるマンツーマンの修学指導を行うとともに修学相談室においても修学アド

バイザーと連絡を取りながら履修状況、出席状況に注意しながら随時対応を行っている。 

 これらの学生指導の結果などは、担当の教職員だけが参照できる学内ネットワーク上の

修学履歴システムに入力されており、過去の修学履歴の内容を参照しながら、効果的な指

導ができるような体制もとられている。 
このように、授業時間内、授業時間外において、教職員が一丸となって個々の学生に対

して修学指導を展開し、学生の修学目的を明確にし、積極的に学ぶ意欲を促すための取組

みを推進している。 
 

 現在行っている指導では、決められたタイミングや、決められた学生、すでに修学上問

題が出た学生の指導が主であり、早期発見や事前に発見するという意味では、情報収集が

不十分である。特に、修学アドバイザーと学生との間におけるコミュニケーションが充分

取れないように見受けられることもあることから、例えば各科目からの情報収集について

は、修学上重要な科目での学生の情報だけではなく、全科目における学生の情報収集の実

施や、修学アドバイザーと学生との距離をもっと少なくする工夫が必要に思われる。この

ため、平成１６年度からは、年間を通じて修学アドバイザーが担当する科目の開講を検討

しており、この科目を配置することで、学生と修学アドバイザーの接点が多くなり、問題

の早期発見・早期指導が可能となることが期待されている。 

 

なお、留年生に対しては、現在は特別な配慮が行われておらず、同じクラスの周囲の学

生とのカリキュラムの違いや履修科目の違いなどがあることから、特に注意して指導を行

う必要もあるが、これについては、平成１６年度からの教育体制の見直しの中で議論が行

われている段階である。 

 

 ４．カウンセリングセンター 
 本学では、修学面や生活面で困りごとや悩みごとが生じたときにも親身に対応し、学生

が有意義な学生生活を送れるように学生相談室（ＫＩＴカウンセリングセンター）を設置

している。 
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 カウンセリングセンターでは、個別の相談ごとばかりではなく、心理学的な問題の解決、

自分自身の理解、就職面接技法の習得などの自己啓発を志向する学生のために、専門カウ

ンセラーによるカウンセリング、自律訓練、心理テストなどを受ける機会も設けている。

また、性差別に関しても、学生および教職員の性差別のない環境において修学および就労

する権利を保障するために性差別の防止に関する指針を定め、小冊子「セクシュアル・ハ

ラスメント防止に向けて」や「学生との建設的なコミュニケーションを促進するためにの

ヒント」を全教職員に配付するとともに、リーフレット「Ｋ・Ｉ・Ｔカウンセリングセン

ター 学生のためのガイド」や「心理的な支援を求める学生を紹介するために」を作成し

案内することで徹底を行っている。さらに、カウンセリングセンターに相談窓口を設け、

電話や相談箱、電子メールなどによる受付けを行い、プライバシー保護のもと適切な対応

を行っている。 
 
３．５ 教育改善への取組み 
 １．取組みの概要 
 

Ａ群：学生の学修の活性化と教員の教育指導

方法の改善を促進するための措置とその有効

性 
 
Ｃ群：教育評価の成果を教育改善に直結させ

るシステムの確立状況とその運用の適切性 
 
学系・課程ごとに教育コアという組織を構成し、その代表者が定期的に集まり（コア主

任会議）カリキュラムに対する意見交換や教育効果について議論している。また、定期的

に開催される学系会議のほかに、必要に応じて、教育コアを構成する教員によりコア会議

が開かれ、教育効果・改善について意見交換がなされている。また、毎学期に行う授業ア

ンケートおよび在学生へのアンケート調査の集計結果が各教員にフィードバックされると

ともに教育点検評価委員会で審議され、カリキュラムや教育サービスの改善に生かされて

いる。 

 

 なお、授業アンケートなどで得られた様々な情報を授業改善に結びつける努力は、現在

のところ、個々の教員の自主的な対応に任されているため、全学的・システム的に教育改

善に結びつけるための方策についての検討が必要である。そのため、教育点検評価委員を

かねている各課程・学系の副主任が中心となって、各課程・学系単位での教育改善に取り

組むための教育改善委員会を立ち上げ、取組みを開始した段階である。 

 

 



 - 64 - 
 

 ２．ＦＤへの取組み 
 

Ｂ群：ＦＤ活動に対する組織的取り組み状況

の適切性 
 
Ｃ群：ＦＤの継続的実施を図る方途の適切性 

 
本学では、全教員に対して「ＫＩＴ－ＦＤ研修会」を順次実施している。研修会では、

学長をはじめ教務部長、実技教育部長、教育点検評価委員長などが、授業における学習目

標の明確化や授業改善のプロセスについて確認を行うとともに、学外より講師を招き、学

生にわかりやすいプレゼンテーションを行うための技法、教材開発、運用方法、時間管理、

目標達成度の評価を通じて、学生と教員が相互に教育効果を確認する手法の基本を学んで

いる。 

本学での教育経験が浅い新任の教員については、工学設計教育センターに所属し、工学

基礎実験を担当するなどのＯＪＴ的な実務経験を通して、学生との密なコミュニケーショ

ンを図る経験を含め、学生を主役とする本学の教育スタイルの習得をサポートしている。 

また、工学基礎教育課程の教員と工学基礎教育センター専任教員とで数理教育研究会を

設けており、学力向上や教育内容、教材開発、成績評価などに関する研究活動を通して、

数理教育に係わるＦＤ活動を行っている。 

その他、教員の教授法の改善や専門知識の探求など、学ぶ意欲の向上を図るため、学内

留学、海外留学を積極的に促進しており、教員の能力開発に大きく貢献している。 

 

「ＫＩＴ－ＦＤ研修会」での取組みは積極的なものであるといえるが、その他の活動に

ついては、全学的な取組みとしては十分とはいえない。教育点検評価委員会が中心となっ

て、全学的なＦＤ活動や各学系・課程におけるＦＤ活動の充実と推進のための検討を行っ

ている。 

 

 ３．授業アンケート 
 

Ｂ群：学生による授業評価の導入状況 
 
 全ての科目を対象として、自己点検授業時に授業内容などに関しての授業アンケートを

全学的に実施しており、授業終了後に大学事務局にて集計するとともに、学生からの授業

に対する意見を添えて授業担当教員にフィードバックしている。アンケートの集計結果は、

他の教員が担当する授業科目との相対的な位置づけ（学生の評価結果）がわかる形で整理

されている。授業担当教員は、授業アンケート結果から「学生の行動目標の達成度」や「授

業の進度」などを確認し、学生の要望にも配慮した授業方法の改善に向けた取組みを行っ

ている。 
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授業アンケートの結果は学内ネットワークにて学生や教職員に公開するとともに、授業

の改善情報として利用されている。また、このアンケート結果は、第三者による客観的な

分析が行われ、分析結果の報告書は教職員全員に配付するとともに、学内ネットワーク上

で学生にも公開している。 

 

 授業アンケートの回答を教員が回収しているため、成績評価に繋がるとの危惧を感じさ

せることから、本音の意見を記入しにくいとの指摘が学生からなされている。授業内容の

改善が効果的に行われるためには、学生の本音の意見を集めることが必要不可欠であると

の認識から、アンケートの回答を学生の代表者が回収し、直ちに大学事務局に提出を行う

方策をとるなどの改善を予定している。 

なお、Ｗｅｂによる授業アンケートを導入することにより、学生の要望を短期間で直接

その学生にフィードバックすることについての検討も開始している。 

 

 ４．学生満足度調査 
 

Ｃ群：学生満足度調査の導入状況 
 
平成１４年度より学生（在学生）と卒業生へのアンケート調査を行い、大学で行ってい

る諸活動から生じる成果や意見を、顧客満足の観点と経営の観点から収集・分析し、改善

に結びつける活動を展開している。卒業生を調査する理由は、在学中と卒業後で満足度に

変化が生じるためである。 

顧客ニーズやクレームの特定、満足度に関する情報分析を通して、各業務の改善活動を

総合し全体の仕組みとして最適化し、定着に繋げ更なる顧客満足の向上を図ることを目指

している。平成１５年４月からは、法人本部・企画部にＣＳ室を設け平成１５年度以降も

毎年継続的に実施する体制がとられている。 

 

この取組みそのものは評価できるものの、今後、分析結果の信頼性を向上させ、改善の

必要性を判断するためにも、アンケートの回収率の向上と分析精度の向上を図る必要があ

る。 

 

 ５．フォローアップ調査 
 

Ｃ群：卒業生に対し、在学時の教育内容・方

法を評価させる仕組みの導入状況 
 
Ｃ群：雇用主による卒業生の実績を評価させ

る仕組みの導入状況 
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 教育内容・教育目標の有効性や正当性を確認するために、卒業生や就職先企業に対して

「卒業生に要求される能力や資質等に関する定期的な要望調査」を行っている。特に、企

業向けアンケートでは①「一般的な企業が“新入社員”や“技術職”にどのような能力・

特徴を求めているのか」という人材に対するニーズ、②「金沢工業大学の卒業生が①の点

に関してどの様に評価されているのか」という卒業生の能力・特性に関する位置づけを調

査している。同調査は平成１４年度より３年毎に実施する計画である。 

卒業生に対しては、 

・卒業生に対する修学満足度調査（卒業時の学生を対象にしたアンケート調査） 

・卒業生フォローアップ調査（卒業後１～３年経った卒業生を対象にしたアンケート調査） 

を平成１４年度に行っている。平成１５年度も卒業時の学生と卒業後１年経った卒業生を

対象に実施し、今後も継続して実施する計画である。 

 

現時点では、時系列的な分析は困難であり、調査結果の蓄積を待って、さらなる分析を

加え、問題点を明確にして改善につなげていく取組みが必要である。 

 
３．６ 授業形態と授業方法 
 １．授業形態と授業方法 
 

Ａ群：各授業科目の特徴・内容や履修形態と

の関係における、その各々の授業科目の単位

計算方法の妥当性 
 
Ｂ群：授業形態と授業方法の適切性、妥当性

とその教育指導上の有効性 
 
本学における授業の形態は、「講義・演習」と「実験・実技・実習」に分けられている。

これは大学設置基準に基づき、１単位の授業科目は４５時間の学修を必要とする内容で構

成することを標準とし、当該授業科目による教育効果、授業時間外に必要な学習などを考

慮して、次の基準により単位数を計算している。 

 ・講義・演習：１５時間の授業をもって１単位とする。 

 ・実験、実習および実技：３０時間の授業をもって１単位とする。 

また、平成７年度より３学期制を導入し、３単位科目を運用した。これにより、２学期

制では、２コマ（９０分）の授業を週１回実施し１５週開講することで、２単位の教育が

成立していたが、３学期制では、１．５コマ（６０分）の授業を週２回実施し１０週間開

講することで２単位となる。３単位科目については、同様に週３回実施することにより３

単位となる。なお、この３単位科目の授業運用では、週２回分の講義、１回分の演習を組

み合わせて学生参加型の授業とするように工夫することが求められている。これらのこと
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により、学期あたりの開講科目数の減少に伴い、教育効果の高い授業運営を行うとともに

学生の受講科目数も減少し、集中力を持続した効果的な学習が可能となった。 

 

 これらの授業運営の実施において、教育・研究の両立を図ろうとする場合、学会活動な

どの出張による休講・補講が多数発生し、学生と教員への授業に係る負担とが大きくなっ

ている。この問題の解決は非常に困難であるが、学習・教育効果の向上のためには避けて

とおれない問題であり、今後の重要な課題として継続的な検討を続けている。 

 

 ２．マルチメディアの活用 
 

Ｂ群：マルチメディアを活用した教育の導入

状況とその運用の適切性 
 

 本学学生は、一人一台のパソコンを持つことを義務づけられており、コンピュータ基礎

技能の習得やＣＡＤソフトウェアを用いた演習、プレゼンテーションでの利用など多くの

授業で積極的に使用させている。さらに、休講・補講情報の参照、成績の参照、履修申請

などを学内ネットワークを介してパソコンで行うなど、広範囲に利用させている。教室を

はじめ、自習室や演習室などキャンパス内に約６,０００箇所のＬＡＮへの接続口（情報コ

ンセント）が設けられており、さらに大学周辺の学生アパートと光ケーブルで接続するな

ど、ネットワークインフラの整備を進めている。 

多くの教室には、学内ビデオの検索と提示、スライドや教材の提示、パソコンの接続な

どが可能なビデオプロジェクター設備が設置されており、約１万４千巻の視聴覚資料・ビ

デオ・マルチメディア教材などを用いた授業や演習が容易に行える環境が整えられている。 

 

 本学では、ｅラーニングの実現を目指しており、これまでに制作してきた物理や数学関

係の教材をＷｅｂ教材の国際規格に準拠したコースウェアに移行する作業を進めている。 

 コースウェア化した教材コンテンツでは、学習者の進捗状況や理解度を容易に確認でき

るため、学習者の進捗・理解度に応じて個々の学習の進め方をコントロールすることがで

きる。また、オーサリングツールを活用することにより教材制作の効率化を実現できるほ

か、国際規格に準拠し開発することで教材（ラーニング・オブジェクト）の再利用が可能

である。 

 

 学生が所有するパソコンの能力の向上、ネットワークインフラの整備・拡充に伴い、従

来は運用が困難であったマルチメディア教材の積極的な利用が可能になり、講義中の映

像・音声・プレゼンテーションを学内ネットワークを介して配信するビデオオンデマンド・

システム（ＶＯＤ）の試験運用を開始している。 
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今後も、学習・教育効果をあげるための様々な形態のマルチメディア教材の開発と運用

に積極的に取組んで行くとともに、教材コンテンツの開発と内容の充実を図っていく。 

 

 ３．遠隔授業 
 

Ｂ群：「遠隔授業」による授業科目を単位認定

している大学・学部等における、そうした制

度措置の運用の適切性 
 
 この項目は該当しない。 

 

 現在、遠隔授業を行っている科目はないが、平成１６年度から東京サテライトキャンパ

スで開設予定の、社会人を主たる対象とした大学院の「知的創造システム専攻」において、

一部の科目で導入する計画である。 

 

３．７ 国内外における教育・研究交流 
 

Ｂ群：国際化への対応と国際交流の推進に関

する基本方針の適切性 
 
Ｂ群：国際レベルでの教育研究交流を緊密化

させるための措置の適切性 
 
本学における国際化への対応と国際交流の推進に関する基本方針は、建学綱領に明確に

示されている。地域社会において大学は国際機能の拠点であり、グローバル化が進み国際

的な視野が求められるなかで、本学は国際社会で活躍できる人材を養成することはもちろ

んのこと、地域の国際化にむけて、より一層世界に開かれた機関になることを目指してお

り、学生の相互交流による異文化理解と友好の増進や、人材育成を通じた知的国際貢献の

促進の観点から、国際協力事業団にも協力している。 
国際交流の方針や交流協定の締結については、教務部長を委員長とする国際交流工大委

員会において、審議・決定されており、具体的な交流の窓口として国際交流室が設置され

ている。国際交流室では、１）教育・研究に関する国際交流プログラムの企画・立案、２）

教育・研究に関る交換留学プログラムの円滑な運営の実施、３）海外研究機関との連携・

協定、に関わる業務を行っている。 
 国内外の高度な研究水準をもつ国立・民間研究所やマサチューセッツ工科大学など海外

研究機関との連携関係の構築は、次世代を担う技術者の育成という点で非常に重要である

ことから、これらの機関の研究者を客員教授として迎え、大学院での研究指導を行っても

らう連携大学院制度を設けている。 
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また、国際的な研究所間の交流という点では、２か所の海外共同研究所ＫＩＴ／ＭＩＴ

ラボ（マサチューセッツ工科大学内）、ＫＩＴ／ＵＭＤラボ（メリーランド大学内）におい

て脳科学に関する共同研究活動が行われており、着実にその成果が生まれている。これら

の研究施設設備は、産業界における先端的開発研究を可能とするものであり、今後も、共

同研究の促進を積極的に図り、国際社会に貢献できる科学技術の継続的な開発を展開する

ものである。 
これらのラボへの派遣をふくめ、長期派遣留学をした教員からは、帰国後にレポートの

提出を義務付けており、このレポートの分析結果は、国際交流体制の改善活動に役立てい

る。 
 

 現在、本学における国際交流活動は、機関相互間の交流が主となっているが、学生の相

互交流による異文化理解と友好の増進を目指し、平成１４年１１月に協定校の一つである

台湾国立成功大学との間に、学生団体間における課外活動団体国際交流に関する協定と覚

書の交換を行い、クラブ活動における交流を開始した。今後、学生同士の交流をより深め

るよう、他の海外協定校とも交流協定の締結を進めていく必要がある。 

 

３．８ 通信制大学など 
 

Ａ群：通信制の大学・学部における、実施し

ている教育の内容、方法、単位認定、学位授

与の適切性とそのための条件整備の適切性 
 

 この項目は、該当しない。 

 




